
高等学校教育と大学教育との接続・
大学入学者選抜の在り方について

（第四次提言参考資料）
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」

（千人）

生産年齢人口が減り続ける

高齢者割合は増加の一途

少子化・高齢化の進展

少子化の急激な進行により、生産年齢人口が大きく減少。
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23%

2010年

1億2806万人

2060年

8674万人

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」

2010年 8173万人 ÷ 2948万人 ≓ 2.8人

2060年 4418万人 ÷ 3464万人 ≓ 1.3人

15～64歳人口 65歳以上人口

0～14歳

9%

15～64歳

51%

65歳以上

40%

生産年齢人口と非生産年齢人口の比率の変化

2010年には2.8人で1人を支えているが、2060年には1.3人で1人を支えることになる。
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１．高等学校教育の現状

その他の学科
 580
 8.4%

情報科
 29

 0.4%

水産科
42

 0.6%

看護科
 95

 1.4%

福祉科
 102
 1.5%

家庭科
 285
 4.1%

農業科
 311
 4.5%

工業科
 550
 8.0%

商業科
 677
 9.9%

専門学科
 2,671
 38.9%

総合学科
 344
 5.0%

普通科
 3,857
 56.1%

通信制
217
 3.8%

定時制
681

 11.8%

全日制
4,849
84.4%

学科別学校数（全日制・定時制の本科）課程別学校数

全日制課程：通常の課程、修業年限３年
定時制課程：夜間その他特別の時間又は時期において

授業を行う課程、修業年限３年以上
通信制課程：通信による教育を行う課程、修業年限３年以上

※一つの学校が２つ以上の学科を持つ場合は、
それぞれの学科について、重複して計上。

※一つの学校が２つ以上の課程を併置している場合は、
それぞれの課程について、重複して計上。

課程別・学科別学校数（内訳）

（出典）文部科学省「学校基本調査」 2
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（注）学習時間には、学習塾や予備校、家庭教師との学習時間を含む

（分）

【調査概要】高校２年生（普通科）4,464人を対象に、全国４地域（東京・東北・四国・九州地方の都市部と郡部）で実施。
（出典）Benesse教育研究開発センター「第４回学習基本調査」

ボリュームゾーンである中間層の勉強時間が大きく減少している。

高校生の学校外における平日の学習時間の推移

高校における学習時間の減少 原因は？
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2006年よりもレベル２

以下が減少

2000年

2003年2006年
2009年

2006年よりもレベル４

以上が増加

● 学習意欲・学力向上等が喫緊の課題

・読解力について、ＰＩＳＡ2009では、ＰＩＳＡ2006に比
べて、レベル２以下の生徒の割合が減少し、レベル
４以上の生徒の割合が増加

習熟度別の生徒の割合の推移（読解力）

低 高

・しかし、トップレベルの国々と比べると下位層が多い。

各国の読解力の習熟度レベル別割合(ＰＩＳＡ2009)

【ＰＩＳＡ生徒質問紙の結果】

・「趣味で読書をすることはない」生徒の割合
(日本：44％、ＯＥＣＤ平均：37％) 【ＰＩＳＡ2009】

・「科学について学ぶことに興味がある」生徒の割合
(日本：50％、ＯＥＣＤ平均：63％) 【ＰＩＳＡ2006】

・「数学で学ぶ内容に興味がある」生徒の割合
(日本：33％、ＯＥＣＤ平均：53％) 【ＰＩＳＡ2003】

習熟度レベル

ＰＩＳＡから見た生徒の状況

※レベル５：高度な課題をやり遂げることができる、レベル４：複雑で難しい課題をこなすことができる、レベル３：やや難しい課題をこなすことができる、
レベル２：基本的な課題をこなすことができる、レベル１：最小限に複雑な課題をこなすことができる、レベル１未満：最も基本的な知識・技能を身につけていない
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お金持ちになる

気楽に暮らす

趣味を活かす暮らし

円満な家庭

韓国

中国

米国

日本

これからどんな目標を持って生きたいか

34.1

（出典）（財）一ツ橋文芸教育振興会、（財）日本青少年研究所「高校生の生活意識と留学に関する調査報告書（2012年4月）」

諸外国の高校生の将来の目標

（出典）（財）一ツ橋文芸教育振興会、（財）日本青少年研究所「高校生の進路と職業意識に関する調査報告書（2013年3月） 」

進路について考える時の気持ち（普通科）
「将来自分がどうなるか不安になる」

諸外国の高校生の進路意識
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高等学校におけるインターンシップの実施状況

※公立高等学校については全て全日制における実施率・体験者数の割合

※高等学校については、3年間を通して1回でも体験した3年生の数を体験者数とし、3年生全体に占める割合。（高等学校の場合、インターンシップを
夏季休暇などに任意で参加を求めるプログラムとしているところが多い。）

国立教育政策研究所「職場体験・インターンシップ実施状況等調査」を基に作成

インターンシップを実施している高等学校の割合 在学中にインターンシップを経験した高校生の割合
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％％

高校生の海外留学の状況

日本の高校生の海外留学は近年減少傾向。

第三次提言の参考資料を引き延ばしたものなの
で、

4,487

3,998

4,481
4,186 4,358

4,160
4,441

3,954

3,208 3,257

◆高校生の留学者数（３か月以上）行き先別生徒数推移

（出典）文部科学省「平成23年度 高等学校等における国際交流等の状況について」

平成4年 平成6年 平成8年 平成10年 平成12年 平成14年 平成16年 平成18年 平成20年 平成23年

アメリカ 2,939 2,346 2,328 2,043 2,032 1,727 1,727 1,524 1,158 1,046
ニュージーラ ンド 206 261 424 446 508 544 646 563 582 654

カナダ 391 346 424 408 519 635 586 619 463 495
オーストラ リア 468 529 621 565 598 592 741 600 438 386

イギリス 213 220 247 248 257 211 243 187 147 144

その他 270 296 437 476 444 451 498 461 420 532

計 4,487 3,998 4,481 4,186 4,358 4,160 4,441 3,954 3,208 3,257
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自校での学習のほかに、生徒の多様な学修の成果を幅広く評価するため導入。実施校も着実に増加。

ボランティア活動等に係る学修
の単位認定実施学校数

専修学校は平成５年度から、大
学は平成10年度から、それぞれ
における学修の成果について、
高校で単位認定が可能

ボランティア活動や就業体験
について、平成10年度から高
校で単位認定が可能

大学又は専修学校等における
学修の単位認定実施学校数
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高校以外での学修成果を単位認定する学校数[推移]

高等学校における学校評価や情報提供の実施状況
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51.4%
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自己評価実施率

※各学校の教職員自ら行う評価であり、実施・公表及び設置者への報告義務がある。 ※保護者、地域住民等の学校関係者が、自己評価の結果を踏まえて行う評価で
あり、実施・公表の努力義務と、実施した場合の設置者への報告義務がある。

保護者や地域住民等への学校に関する情報の提供方法
（国公私合計）

学校が保護者や地域住民等に情報提供を行った内容
（国公私合計）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校の教育目標・教育計画

課外活動の状況

キャリア教育や…

児童生徒の様子

保護者や地域住民との連携

教育環境整備

学校安全・危機管理に…

学校保健・健康管理に…

児童生徒の学習状況の…

学校の予算など経理の状況

生徒指導上の諸課題の状況

学力に関する調査の結果

運動や体力に関する…

90.0%
88.8%

87.4%
80.5%

63.1%
55.3%

52.7%
50.1%

37.1%
28.6%

23.8%
16.2%

9.0%

教育環境整備

学校安全・危機管理に関する取組状況

学校保健・健康管理に関する取組状況

児童生徒の学習状況の評価・評定の方法

運動や体力に関する調査の結果

キャリア教育や進路指導の状況

（出典）「学校評価等実施状況調査（平成２３年度間）」

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校のホームページを作成している

学校要覧や学校ガイドを作成して配付している

学校便り等を作成して配布している

直接説明する機会を設定している

メール配信（メールマガジン等）を行っている

地域の広報誌や回覧に掲載している

地域の掲示板や公共施設等に掲示している

積極的な情報提供はしていない

96.5%

79.1%

65.6%

64.1%

17.9%

16.3%

10.8%

0.7%
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高等学校の各教科・科目等（平成21年3月改訂）

各学科に共通する各教科・科目及び
総合的な学習の時間並びに標準単位数

主として専門学科において開設される各教科・科目

※専門学科において開設される各
教科・科目及び単位数は、この
表及び設置者の定めるそれぞれ
の標準単位数を踏まえて各学校
が定める。

（出典）文部科学省「高等学校学習指導要領」
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（参考）高校卒業者数（全日制・定時制）

高校卒業者の大学短大進学率

就職率

高校卒業者のうち

専修学校・各種学校等への進学率

※「大学短大進学率」は、昭和58年度以前は通信制への進学を除いており、厳密には59年度以降と連続しない。

（出典）文部科学省「学校基本調査」

高等学校卒業者の進路［推移］①
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（出典）文部科学省「学校基本調査」

普通科、専門学科ともに大学・短大進学率が上昇している。
専門学科卒業生の進路では、依然として就職する者が最も多い。

※ 「大学短大進学率」は、昭和58年度以前は通信制への進学を除いており、厳密には昭和59年度以降と連続しない。

※ 全日制・定時制のみ
※ 専門学科は「職業学科」と「その他の学科」の合計

高等学校卒業者の進路［推移］②

※ 平成２４年３月卒業生
※ 専門学校についてはデータ無し

（出典）文部科学省「学校基本調査」
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高等学校等への進学率は着実に向上し、昭和49年度に90％を超えた。

（国公私立の全日制・定時制の計）

高等学校等・高専の進学者（117.5万人(H24)）
高校進学率＝

中学校等の卒業者（119.5万人(H24)）

進学率 通信制を含めると98.3%

Ｈ24 96.5％

高等学校等への進学率［推移］

（出典）文部科学省「学校基本調査」

職業学科の比率は年々減少。普通科は最近20年間、ほぼ一定（約7割）で推移。

資料：文部科学
省「学校基本調
査」
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学科別生徒数の構成割合［推移］

（出典）文部科学省「学校基本調査」 9
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単位制の全日制・定時制・通信制高校の合計 うち全日制

学年による教育課程の区分を
設けない課程として導入
（昭和63年度から定時制・通信制で導入。

平成5年度から全日制に拡大。）

普通教育と専門教育を
選択履修を旨として
総合的に施す学科として
平成6年度から導入

校 校

文部科学省調べ

総合学科・単位制高等学校数［推移］
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校 連携型

併設型

中等教育学校

文部科学省調べ

中等教育学校 併設型 連携型 合計

公立 28 74 82 184

私立 17 234 1 252

国立 4 1 0 5

計 49 309 83 441

（平成２４年度の設置状況）

中高一貫教育校数［推移］

校

10



高等学校における中途退学者数と中途退学率の推移

（注１）調査対象は、平成１６年度までは公・私立高等学校、平成１７年度からは国立高等学校も調査
（注２）中途退学率は、在籍者数に占める中途退学者数の割合
（注３）平成22年度調査結果には、東日本大震災の影響により回答不能であった学校等は含んでいない。
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2.0%

2.5%

3.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

中退率中退者数

中退者数 中退率

（人）

平成23年度中途退学者数：53,869人 （前年度： 55,415人 ）（国公私）

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」結果

平成23年度：高等学校： 56,292人（ 60人に１人）

（注１）不登校の定義は、年間３０日以上欠席した生徒のうち、病気や経済的な理由を除き、 「何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、生徒が登校しない、あるいは
したくともできない状況にある者」

（注２）平成22年度調査結果には、東日本大震災の影響により回答不能であった学校等は含んでいない。
（注３）国公私立を対象。

（出典）文部科学省 「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」結果

高等学校における不登校生徒数
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２．大学教育の現状
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万
人

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

大学： 49.9%
短大： 5.3%
高専４年次：0.9%
専門学校： 21.9%

大学：54.9%
短大： 5.5%

進学率２（大学＋短大）
大学：49.9%
短大： 5.3%

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数

当該年度の大学・短大志願者数

１８歳人口は、平成２１～３２年頃までほぼ横ばいで推移するが、
３３年頃から再び減少することが予測されている。

年

１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移

文部科学省「学校基本調査」（平成25年度は速報値）、平成38年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成 12



○ ４年制大学の入学定員は増加しているが、短期大学は大幅に減少。
○ 志願倍率、入学定員超過率ともに減少傾向。

18歳人口戦後
1回目のピーク

18歳人口戦後
2回目の減少

18歳人口戦後
2回目のピーク

私立大学入定
未充足校大幅に
増加

（単位）千人

入学
定員

志願
者数

志願
倍率

入学
者数

入定
超過率

入学
定員

志願
者数

志願
倍率

入学
者数

入定
超過率

昭和41年 2,491 1,557 195 513 2.63 293 1.5 68 137 2.01 108 1.59

昭和51年 1,543 1,325 302 650 2.15 421 1.39 124 184 1.49 175 1.41

平成４年 2,049 1,807 473 920 1.94 542 1.14 203 294 1.45 255 1.25

平成11年 1,545 1,363 525 756 1.44 590 1.12 176 175 1 169 0.96

平成16年 1,411 1,235 545 722 1.32 598 1.1 106 106 1 106 1

平成17年 1,366 1,203 552 700 1.27 604 1.1 100 98 1 100 1

平成18年 1,326 1,172 562 691 1.23 603 1.07 96 89 0.92 91 0.95

平成19年 1,300 1,147 567 690 1.22 614 1.08 92 82 0.89 85 0.92

平成20年 1,237 1,088 570 670 1.18 607 1.06 88 74 0.85 77 0.88

平成21年 1,212 1,065 572 669 1.17 609 1.06 83 69 0.83 73 0.88

平成22年 1,216 1,071 575 680 1.18 619 1.08 79 67 0.85 72 0.91

平成23年 1,202 1,064 578 675 1.17 613 1.06 76 65 0.86 68 0.9

平成24年 1,191 1,056 581 664 1.14 605 1.04 72 61 0.85 64 0.89

平成25年 1,231 1,092 584 679 1.16 614 1.05 70 61 0.88 65 0.93

大　　　学 短　期　大　学

18歳人口
高等学校
卒業者

文部科学省「学校基本調査」（平成25年度は速報値）、「全国大学一覧」、「全国短期大学一覧」を基に作成

入学定員、入学者数等の推移【長期的傾向】

学生の学修時間の日米比較及び各大学における学習環境整備の例

「学生の主体的な学びの確立」を目
標とし、実践的な取組を活用したアク
ティブラーニングのための教育環境を整
備。グループワーク、プレゼンテーショ
ン、ディベートなどの手法を実践し、学
生が自ら考える力やコミュニケーション力
を強化する。

小樽商科大学
アクティブラーニングのための
教育環境整備

学生が意見を
タブレットに
入力

ディスカッションテーブルに意見や
データを送信し意見交換

延床面積が約2,500m²を超える、日本の
大学では最大級の「ラーニング・コモン
ズ」を整備。建物2階は「学びの交流と相
互啓発」をコンセプトに、プレゼンテーション
のためのオープンスペースや国際交流のエ
リア等を整備。３階は「アカデミックスキルの
育成空間」として、チューターが常駐するア
カデミック
サポートエリアや
グループ研究の
ためのスペース等
を整備。

同志社大学
ラーニング・コモンズの整備

個別指導によりアカデミック・ライティン
グを支援する「ライティングセンター」を
整備。
専門的な訓練を受けた学内の大学院生

がチューターとなり、授業レポート、プレ
ゼンテーション原稿から卒論まで、日本
語・英語による
サポートを実施。
ペーパーを
よくすることではなく
自立した書き手の
育成を目指す。

早稲田大学
ライティングセンターの整備

出典：東京大学 大学経営政策研究センター（CRUMP)
『全国大学生調査』2007年、サンプル数4４、９０５人
http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/
NSSE（The National Survey of Student Engagement）

◆授業に関連する学修の時間（１週間当たり）
日米の大学の一年生の比較

日本の学生の学修時間は
米国に比べて少ない。
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認証評価制度

学校教育法第１０９条により国公私立大学（短期大学を含む。）及び高等専門学校は、その教育研究水準の向上に資するため、
教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な状況に関し、７年以内ごとに、文部科学大臣が認証する評価機関（認証評価機関）
の実施する評価を受けることが義務付けられている。（専門職大学院については、教育課程、教員組織その他教育研究活動の状
況に関し、５年以内ごとに評価）

認証評価機関は自ら定める大学評価基準に基づいて評価を行う。大学評価基準については文部科学省令において大枠が定め
られており、各認証評価機関はこの大枠の範囲内で具体的な基準を定めることとなる。

認証評価のプロセス 認証評価機関における評価の実施

書
面
調
査

訪
問
調
査

評価委員会

評価結果の
取りまとめ

評価結果の
確定

評価結果
(案）を送付

意見の
申立て

評価報告書
評価結果の

公表

各大学の学内での取組

教育研究活動

自己改善自己点検・評価

自己評価
書の提出

評価結果を
送付

（２）大学ポートレート（仮称）の検討状況

情報公表に関する取組

平成23年4月 学校教育法施行規則の改正により各大学が公表すべき教育情報を具体的に明確化。

１．すべての大学で公表すべき事項（第１７２条の２第１項）
(1) 教育研究上の目的（学部・学科・課程等ごと）
(2) 教育研究上の基本組織（学部，学科，課程等の名称）
(3) 教員組織，教員数（男女別・職別），教員の保有学位・

業績
(4) 入学受入方針，入学者数，収容定員，在学者数，卒業

者数，卒業後の進路（進学者数，就職者数，主な就職
分野等）

(5) 授業科目の名称，授業の方法・内容，年間授業計画
(6) 学修成果の評価の基準，卒業認定の基準
(7) 校地，校舎等の施設・設備その他の教育研究環境

（キャンパス概要，運動施設の概要，課外活動の状況と
そのための施設，休息を行う環境，主な交通手段等）

(8) 授業料，入学料その他の費用徴収，寄宿舎・学生寮等
の費用，施設利用料等

(9) 学生の修学，進路選択，心身の健康等の支援（留学生
支援や障害者支援等の様々な学生支援を含む）

２．公表に努めるべき事項（第２項）
○教育課程を通じて修得が期待される知識・能力体系（どのようなカ

リキュラムに基づき，どのような知識能力を身に付けるか

ホームページにおける情報の公表状況学校教育法施行規則（抄）
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キャンパスの概要
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評価基準

授業科目名

入学者に関する

受入れ方針

教員組織の概要

教育研究上の

基本組織の概要

大学全体の

教育研究上の目的

国立 公立 私立

692

（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

※平成23年度速報値

（１）大学の情報公表に関する取組

平成23年8月 「大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議」
◇データベース等を用いた教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みの構築について提言

平成24年2月～ 大学ポートレート（仮称）準備委員会での検討を開始
平成24年11月 大学ポートレート(仮称)準備委員会において、教育情報の公表の在り方や公表する情報項目等について、準備委員会ワーキン

ググループの検討経過を報告
現在、平成26年度中の「大学ポートレート（仮称）」の本格稼働に向けて準備委員会で検討中

※調査対象：国公私立７５９大学

（単位：校）
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アクティブ・ラーニング・スペースの整備

平成２４年度「学術情報基盤実態調査（大学図書館編）」より作成

・アクティブ・ラーニング・スペース（複数の学生が集まって、様々な情報資源を用いて学習を進めることができるスペース）を

設置する図書館数はこの3年間で2倍に増加しており、平成24年5月1日現在では226館（うち中央図書館は159館）になって

いる。

・アクティブ・ラーニング・スペースでは、グループ学習スペース（210館）のほか、共用スペース（129館）、プレゼンテーションス

ペース（122館）などが整備され、学習・研究サポート（115館）などのサービスが提供されている。

18 19 20 21 22 23 24

館

年度

私立大学

公立大学

国立大学

129
210

122
35

66
115

76
105
109

38

0 100 200 300

共用スペース

グループ学習スペース

プレゼンテーションスペース

サイレントスペース

リフレッシュスペース

学習・研究サポート

授業関連図書の提供

端末の貸出

可動式什器

その他

提供している施設・サービス（複数回答可）

館

88

48

59

40
15

学習・研究サポート内訳（複数回答可）

図書館利用・文献検索

サポート

分野別学習相談

ITサポート

ライティングサポート

その他

単位：館

・アクティブ・ラーニング・スペースの設置図書館数
（各年度末日現在、H24年度は5月1日現在）

単位：館

年度 18 19 20 21 22 23 24

国立大学 4 8 10 18 28 52 60

公立大学 1 1 2 2 4 8 13

私立大学 52 63 68 81 104 133 153

合計 57 72 80 101 136 193 226

○初年次教育の実施状況（大学学部の状況） ○初年次教育の具体的内容（例）

○レポートや論文の書き方などの文章作法

○プレゼンテーション、ディスカッションなどの口頭発表技
法

○コンピュータを用いた情報処理や通信の基礎技術

○フィールドワークや調査・実験の方法

○情報収集や資料整理の方法

○論理的思考や問題発見・解決能力の向上

○学問や大学教育全般に対する動機付け

○将来の職業生活や進路選択に関する動機付け

○社会の構成員としての自覚・責任感・倫理観

○メンタルヘルスなど、精神・身体的健康の保持

○学生生活における時間管理や学修習慣

文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」より作成

初年次教育の実施状況

大学進学者が多様化する中、多くの大学では、大学教育への円滑な移行を図るための初年次教育を
実施している。

[参考] 初年次教育：高校から大学への円滑な移行を図るため、大学新入生を対象に作成される総合的教育プログラム。
新入生に大学教育の最初において提供されるものであり、高等学校で学ぶべきことを補完する補習教育とは異なる。
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※平成22年度については、東日本大震災の影響を考慮し、調査を実施していない。
※平成23年度の値については速報値。
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３．大学入学者選抜、
高等学校教育と大学教育の連携

（～昭和53年度）

１期校・２期校

・画一的な利用による大学の序列化

・輪切りの進路指導（「入りたい大学より入れる大学」）

・受験機会は１回

・私立大学の参加なし

・「受験競争」による高校教育への悪影響

・難問・奇問の続出

・特定の大学を中心に激しい「受験競争」

【改善点】

【課 題】

４６答申 ・調査書を選抜の基礎資料とすること。

・広域的な共通テストを開発し、高等学校間の評価水
準の格差を補正するための方法として利用すること。

・大学が必要とする場合、専門分野において重視され
る能力についてテストや論文、面接を行い、それらの
結果を総合的な判定の資料に加えること。

昭和60年

臨教審

一次答申

・学力検査の点数の客観性と公正性への過度な依存から選抜方法
や基準の多様化、多元化の推進

・偏差値偏重の受験競争の弊害を是正するため、大学は自由・個性
的な入学者選抜実施のため入試改革に取り組むべき。

・国公私立大学が自由に利用できる「共通テスト」を創設すべき。そ
の際、資格試験的な取扱いや複数回実施を検討すべき。

・偏差値重視の進路指導の改善、国立大学の受験機会の複数化な
どへの配慮の推進を図るべき。

共通一次学力試験の導入
・高等学校段階における基礎的な学習の達成の程度を判定
・難問・奇問を排した良質な問題
・２次試験との組合せによる多様な選抜 （面接，小論文，調査書等）
→これにより学力検査のみの「一発勝負」を是正

【課 題】

【国立大学の個別試験】

・受験機会は１期校、２期校より各１回（複数大学合格後
に入学大学の選択可）

（昭和54～61年度）

・受験機会は１回

・５教科７科目（昭和62年度から５教科５科目）
・私立大学の参加は１校のみ（昭和57年度～）

推薦入試の実施（昭和42年度大学入学者選抜実施要項から明記）
昭和42年度

・国立４大学、公立１大学、私立３３大学
平成24年度

・国立76大学、公立78大学、私立573大学

各大学における入学者選抜（～昭和53年度） 共通一次学力試験（昭和54年度～平成元年度）
昭和54年

大学入学者選抜の変遷について
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・入試の競争性の緩和を受けた選抜から接続への視点の転換

・入試の難易度等に基づく大学・卒業生の評価から卒業時における
質の確保の重視への転換

・学力検査による選抜が最も公平であるという根強い観念
・入試業務の負担の増大

大学入試センター試験の実施

・多様な利用方法により共通試験による「大学の序列化」・「輪切り
の進路指導」を是正

・私立大学の参加
国立大学の受験機会の複数化

平11接続答申、平12改善答申

・アドミッションポリシーの明確化とそれに基づく選抜方法の多様化、
評価尺度の多元化の推進

・外部試験の活用や作題における外部専門家の活用

・ＡＯ入試の適正かつ円滑な推進

・リスニングテストの導入

・センター試験におけるリスニングテストの導入（平成
18年度試験～）

・ＡＯ入試等を含めた入学方法の多様化の進展

・大学全入時代を迎え、選抜機能の低下と高校教育
における学習時間の減少

・学力把握措置のないＡＯ・推薦入試の増加

・学力不問入学者への初年次教育や補習教育への
対応による大学の負担増

・ＡＯ・推薦入試における適切な学力把握措置の実施

・高校修了時点における到達度を測るための新たな
共通試験（高大接続テスト）の検討

・高大の連携による入学前教育や入学後のリメディア
ル教育の充実

平20学士課程答申

【課 題】

【改善点】 【改善点】

【課 題】

【国立大学の個別試験】

・受験機会はＡ日程、Ｂ日程より各１回（複数大学合格後に入学大学の選択可）

・国公私立大学で利用
・「アラカルト方式」（教科数等、利用の仕方は各大学の自由）
・多様な入試資料の一つ（大学入試センター試験、個別試験、小論文、調査書等の適切な組合せ）

（平成元年度～）分離・分割方式

・受験機会は前期日程、後期日程より各１回（複数大学合格後の入学大学の選択不可）

（昭和62年度～平成８年度）連続方式

ＡＯ入試の実施
・平成２年度～慶応義塾大学で開始
・平成12年度～国立３大学で開始（東北大学、筑波大学、九州大学）

平成24年度
・国立47大学、公立23大学、私立460大学

平成２年
大学入試センター試験（平成２年度～）

大学入試センター試験の概要

【目的】
大学入学志願者の高等学校段階における基礎的な

学習の達成の程度を判定することを主たる目的とし
て、大学が共同して実施。

【平成25年度大学入試センター試験】
１．試験期日

・本 試 験：平成２５年１月１９日（土）
２０日（日）

・追（再）試験 ：平成２５年１月２６日（土）
２７日（日）

※試験は1/13日以降の最初の土日に実施

３．志願者数、利用大学数等
・志願者数：５７３，３４４人

［対前年度＋１７，８０７人］
・試験場数：７０７会場

［対前年度▲２会場］
・利用大学数：６８３大学

［対前年度＋９大学］
１５７短期大学

［対前年度▲４短期大学］
（国公私別）

国立 82大学 [100％]
公立 81大学 [100％]
私立 520大学 [  90％]
公立 15短期大学[  83％]
私立 142短期大学[  43％]

試験日 試験教科・科目 試験時間

第1日
1/18
（土）

地理歴史 「世界史A」「世界史B」
「日本史A」「日本史B」
「地理A」「地理B」

2科目選択
9:30～11:40

1科目選択
10:40～11:40

公民 「現代社会」「倫理」
「政治・経済」
『倫理，政治・経済』

国語 『国語』 13:00～14:20

外国語 『英語』『ドイツ語』
『フランス語』『中国語』
『韓国語』

【筆記】
15:10～16:30

【リスニング】
『英語』のみ
17:10～18:10

第2日
1/19
（日）

理科 「理科総合A」
「理科総合B」
「物理Ⅰ」「化学Ⅰ」
「生物Ⅰ」「地学Ⅰ」

2科目選択
9:30～11:40

1科目選択
10:40～11:40

数学① 「数学Ⅰ」『数学Ⅰ・数学A』 13:00～14:00

数学② 「数学Ⅱ」『数学Ⅱ・数学B』
「工業数理基礎」
『簿記・会計』
『情報関係基礎』

14:50～15:50

【平成26年度試験時間割】
※出題教科科目数 ６教科29科目（第１回（平成２年） ５教科18科目）
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大学入試センター試験参加大学数及び志願者・受験者数の推移

（大学数） （人）

50万人

60万人

40万人

30万人

20万人

10万人

○平成２年度の第１回試験から平成25年度試験で24回目の実施（平成18年度試験から英語リスニングを実施し、平成25年度試験で８回目の実施）。

○参加大学については、第１回から年々増加しており、平成25年度試験参加大学数は国公私合計840大学（うち157短期大学）。

○志願者数については、平成15年度試験の602,887人がピーク。平成25年度試験の志願者数は573,344人（対前年17,807人増）。

独立行政法人大学入試センター公表資料を基に作成

センター試験受験者数と大学入学志願者に占めるセンター試験受験者数割合
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46.1%

48.8%

52.9%

55.3%

57.0%
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（単位:千人） センター試験受験者数 大学入学志願者に占めるセンター試験受験者数の割合

文部科学省「学校基本調査」（平成25年度は速報値）、独立行政法人大学入試センター公表資料を基に作成 18



センター試験のみ

1,697人

1.8%

個別入試と併用

78,982人

82.0%

センター試験

利用入試

80,679人

83.7%

一般入試

80,679人

83.7%

AO入試・

推薦入試等

15,664人

16.3%

国公私計
【募集人員：570,238人】

国立大学
【募集人員：96,343人】

公立大学
【募集人員：26,606人】

私立大学
【募集人員：447,289人】

文部科学省大学入試室・独立行政法人大学入試センター調べ

国公私立大学（全731大学）のうち、651大学（全大学の89.1％）がセンタ－試験利用入試を行い、

うち、501大学（全大学の68.5％）がセンター試験のみで合否判定を行っているものの、募集人員は少ない。

注）平成22年度から公立化した静岡文化芸術大学、名桜大学は、私立大学に含む。

センター試験のみ

48,558人

8.5%
個別入試と併用

111,724人

19.6%

センター試験

利用入試

160,282人
28.1%

個別入試

（センター

不利用）

182,889人

32.1%

一般入試

343,171人

60.2%

AO入試・

推薦入試等

227,067人
39.8%

センター試験のみ

564人

2.1%

個別入試と併用

18,989人

71.4%

センター試験

利用入試

19,553人

73.5%

個別入試

（センター

不利用）

80人

0.3%

一般入試

19,633人

73.8%

AO入試・

推薦入試等

6,973人

26.2% センター試験のみ

46,297人

10.4%
個別入試と併用

13,753人

3.1%

個別入試

（センター不利用）

182,809人

40.9%

センター試験

利用入試

60,050人

13.4%

一般入試

242,859人

54.3%

AO入試・

推薦入試等

204,430人

45.7%

大学入試センター試験のみで合否判定を行う大学入試の状況（平成22年度入試）

平成１２年度(ＡＯ入試調査開始年度)に比べて、ＡＯ入試、推薦入試を経由した入学者が

大きく増加しており、入試方法の多様化が進んでいる。

【平成12年度】

65.8％
（389,851人）

31.7％
（188,083人）

1.1％
（6,827人）

1.4％
（8,117人）

（入学者計：592,878人）

【平成24年度】

56.2％
（333,889人）

34.8％
（206,942人）

8.5％
（50,626人）

0.5％
（2,901人）

（入学者計：594,358人）

（注）「その他」：専門高校・総合学科卒業生入試、社会人入試、帰国子女・中国引揚者等子女入試など 文部科学省大学入試室調べ

平成24年度入学者選抜実施状況の概要（平成12年度との比較）
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国公立大学では一般選抜が中心

私立では約半数がＡＯ入試、推薦入試を経由して入学している

一般入試 推薦入試 アドミッション・オフィス入試 その他

【国立大学】 【公立大学】 【私立大学】

（入学者計：464,589人）（入学者計：29,750人）（入学者計：100,019人）

84.1％
（84,097人）

12.4％
（12,428人）

0.7％
（639人）

2.9％
（2,855人）

73.3％
（21,815人）

24.0％
（7,153人）

0.7％
（221人）1.9％

（561人）

49.1％
（227,977人）

40.3％
（187,361人）

0.4％
（2,041人）10.2％

（47,210人）

文部科学省大学入試室調べ

平成24年度入学者選抜実施状況の概要（国公私立別）

ＡＯ入試を実施する学部の約９割は書類審査や面接による選抜を実施 （AO実施学部は1,307学部）。
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ＡＯ入試を実施する大学の約９割以上が８月～１０月に出願時期を設定。

学部数

大学数

文部科学省大学入試室調べ

平成24年度大学入学者選抜におけるＡＯ入試の実施状況について
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ＡＯ入試を実施する大学の約９割では、何らかの学力把握措置を講じていると回答。
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文部科学省大学入試室調べ

平成24年度ＡＯ入試における学力把握措置状況

推薦入試を実施する学部の８割以上は書類審査や面接による選抜を実施し、６割が小論文を実施
（推薦実施学部は1965学部）。
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推薦入試を実施する大学の半数以上が１０月以前に出願時期を設定。

学部数

大学数

平成24年度大学入学者選抜における推薦入試の実施状況について

文部科学省大学入試室調べ 21



推薦入試を実施する大学の約９割では、何らかの学力把握措置を講じていると回答。

国立大学

実施し
ていな
い, 3,
4%

実施し
ている,
73, 96%

公立大学

実施し
ている,
75, 96%

実施し
ていな
い, 3,
4%

私立大学

実施し
ていな
い, 34,

6%

実施し
ている,

543,
94%

計

実施し
ていな
い, 40,

5%

実施し
ている,

691,
95%

666

1,155

187

1,655

188
53

157 209
355

1,223

1,513

0

500

1,000

1,500

2,000

学
力
検
査

小
論
文

実
技

面
接

そ
の
他

出
願
要
件

と
し
て
利
用

合
否
判
定

に
利
用

出
願
要
件

と
し
て
利
用

合
否
判
定

に
利
用

出
願
要
件

と
し
て
利
用

合
否
判
定

に
利
用

国立 公立 私立

センター試験
の成績
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の評定平均値

学部数

平成24年度推薦入試における学力把握措置状況

文部科学省大学入試室調べ

【調査概要】全国の大学生4,101人の高校生活や受験期の学習について、振り返ってもらうインターネット調査の実施結果をもとに集計。
推薦・ＡＯ入試入学者のみ分析。「60以上」「50～59」「49以下」は、大学の入試難易度（進研模試の偏差値基準）を表している。

（出典）ベネッセ教育研究開発センター「大学生が振り返る大学受験調査（2012年）」

48.4%

36.4%

56.4%

10.2%

38.2%

16.0%

29.3%

16.4%

26.7%

59.4%

42.9%

37.9%

10.2%

33.1%

15.0%

25.9%

11.6%

24.7%

57.3%

40.4%

19.4%

6.7%

34.5%

9.7%

19.4%

8.7%

25.3%

早く進学先を決めたかったから

一般入試へ向けての受験勉強は大変だったから

高校のふだんの成績が優秀だったから

スポーツや文化活動などで優秀な成績を有したから

希望の大学には推薦・AO入試の方が一般入試より入りやすかったか
ら

一般入試だと受験勉強や受験料などにお金がかかるから

浪人したくなかったから

親が一般入試よりも推薦・AO入試を望んだから

高校の先生にAO・推薦入試を薦められたから

60以上（225） 50～59（441） 49以下（403）

大学志願動向等について
（１）AO・推薦入試の受験を選択する理由について
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【調査概要】大学生を対象に、在学中の大学及び学部・学科の入学前の志望順位をアンケート調査。

（出典）ベネッセコーポレーション大学事業部「大学生基礎力調査Ⅰ（2011年）」

学部・学科

第一志望 第二志望
第三志望

以下

大

学

第一志望
16.4% 3.5% 0.9%

5,867人 1,250人 333人

第二志望
23.4% 7.8% 1.6%

8,386人 2,812人 574人

第三志望
以下

28.9% 8.9% 8.6%

10,337人 3,191人 3,075人

学部・学科

第一志望 第二志望
第三志望

以下

大

学

第一志望
74.1% 4.4% 0.7%

4,852人 286人 45人

第二志望
10.4% 3.5% 0.9%

679人 230人 58人

第三志望
以下

3.0% 1.6% 1.5%

194人 102人 100人

学部・学科

第一志望 第二志望
第三志望

以下

大

学

第一志望
8.6% 1.6% 0.5%

666人 120人 39人

第二志望
19.3% 6.5% 1.6%

1,493人 502人 120人

第三志望
以下

38.5% 11.0% 12.5%

2,973人 851人 965人

学部・学科

第一志望 第二志望
第三志望

以下

大

学

第一志望
64.1% 6.7% 1.1%

21,741人 2,258人 369人

第二志望
13.8% 5.0% 0.9%

4,690人 1,696人 307人

第三志望
以下

4.7% 1.9% 1.9%

1,580人 642人 659人

◆AO入試

◆一般入試 ◆センター試験利用

◆推薦入試

大学志願動向等について
（２）入試方法別大学志望度について

50.8 50.6 51.0 49.9

54.9 54.8 53.4 52.0

47.0 46.7
48.9 47.8

43.3 43.1
46.4 46.1

57.0 55.6 55.2 54.4

0

10

20

30

40

50

60

70

基礎学力総合 英語運用 日本語理解 判断推理

　(偏差値)

全体 一般 推薦 AO センター

【調査概要】大学１年生全体89,015人（一般入試36,052人、推薦入試34,421人、AO入試6,693人、センター試験利用7,775人、その他4,074人）を
対象に、基礎学力総合、英語運用、日本語理解、判断推理に関する基礎的な試験を実施した結果を集計。

（出典）ベネッセコーポレーション大学事業部「大学生基礎力調査Ⅰ（2011年）」

大学志願動向等について
（３）大学生の入試方法別基礎学力について
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※1 （出典）「ＯＥＣＤ INDICATORS 2012」（ドイツ及びイギリスは留学生を除いた進学率）
※2 「大学型高等教育」とは、主として理論中心・研究準拠型プログラムで、フルタイム履修期間3年以上（4年以上の場合が多い）。大学に限定されない。但し、アメリカは非大学型教育を含む。（改訂版・国際教育標準分類に準拠）
※3 「教育指標の国際比較（平成25（2013）年版）」のリセ（高校）及び職業リセからの高等教育機関（グランゼコールを含む）への進学率であり、「ＯＥＣＤ INDICATORS 2012」の定義とは異なっているため括弧書きで表記。
※4 （出典）「教育指標の国際比較（平成25（2013）年版）」

各国の大学入試について
国 名 ドイツ フランス イギリス アメリカ 日 本

大学型高等教育への進学
率（2010年）※1及び2 36% （約45%）※3 41% 74% 51%

大学進学のための主な後期
中等教育機関

ギムナジウム、総合制学校 リセ、職業リセ シックスフォーム、継続教育機関 ハイスクール 高等学校

大学進学のための主な後期
中等教育機関進学率※4 41% 87% 88% 93% 98%

入学者の決定方法

原則として、アビトゥーア取得者は希
望する大学、専攻に入学可能
※志願者が定員を上回ることが予測される
場合、大学入学財団がアビトゥーアの点数
及びアビトゥーア取得後経過した期間（待
機期間）に基づき、定員の40％を選考。残
り60％の入学定員は、各高等教育機関が
アビトゥーア試験の成績、面接等により独
自に選考。

原則として、バカロレア取得者は
希望する大学の第１期課程に無
選抜で入学できる。

主としてＧＣＥ・Ａレベル試験の成
績により決定。他には、中等学校
からの内申書や面接結果も考慮。

開放型：ハイスクール卒業あるいはそれと同等の資格を持つ者は
すべて入学可能（短期大学等）。

基準以上入学型：主としてハイスクールの成績とＳＡＴやＡＣＴの結
果に基づき一定の基準に達している者は入学可能（多くの州立大
学）。

競争型：ＳＡＴ、ＡＣＴの得点及びハイスクールの成績に加え、小論
文や面接などを課し、多様な基準に基づき総合的に判定（有名私
立大学等） 。

国公立：大学入試センター試験と
個別大学の入試により選考。

私立大学：個別大学の入試によ
り選考（大学入試センター試験を
利用する場合もある）。

この他、推薦・ＡＯ入試など学力
試験を課さない入試もある。

大学入学資格 アビトゥーア

バカロレア
※グランゼコール入学はバカロレア取
得後、リセ付設の準備級を経て各学
校入学者選抜合格が必要（準備級を
経ずに直接入学する学校も一部ある）。

大学がそれぞれが定める
※通常は、義務教育修了時（16歳）に
受験するＧＣＳＥで１～数科目をＣ以
上、後期中等教育修了時（18歳）に受
験するＧＣＥ・Ａレベルで２・３科目に合
格していること。

大学それぞれが定める
※通常はハイスクール卒業あるいはそれと同等（ＧＥＤ合格など）の資格。

高等学校、中等教育学校の卒業
又は12年間の正規の学校教育
の修了

大学進学のための後期
中等教育修了要件

アビトゥーア取得
※ギムナジウムにおいて履修要件・成績要
件を満たした上でアビトゥーア試験を受験。
平常成績と試験結果を総合判定。

バカロレア取得
※普通バカロレア及び技術バカロレア
は、リセ第2学年終了時に予備試験、
第3学年終了時に本試験を受験し、平
均10点以上で合格すること。

- 主に各州で定める修了要件単位の取得
※ニューヨーク州のように統一試験を課している場合もある。

高等学校において所定の課程を
修了（修了試験はない）

共通試験 アビトゥーア試験 バカロレア試験 ＧＣＥ・Ａレベル ＳＡＴ ＡＣＴ 大学入試センター試験

試 験 回 数 ・ 時 期

１回。２～４月（記述式）と３～６月（口
述式）
※不合格の場合は留年して次年度受験す
る（２回しか受験できない）。

１回。６月
※不合格となった場合は基本は留年
し、次年度受験する（受験回数に制限
はない）。

２回。５～６月、１月
※現役生は通常５～６月の試験を受
験。

７回(10、11、12、1、3、5、6月) 6回（9、10、12、2、4、6月） １回。１月(+追試験)

受 験 年 齢
18歳時が基本だが、年齢制限は特段
ない。

18歳時が基本だが、年齢制限は
特段ない。

18歳時が基本だが、年齢制限は
特段ない。

年齢制限はない。 年齢制限はない。 高校卒業見込み者。

解 答 方 式記述式＋口述式 記述式＋口述式 記述式
マークシート式＋記述式（エッセ
イ）

マークシート式＋記述式（エッセ
イ、ただしオプション）

マークシート方式

設 定 科 目 数

州により異なる。
※３領域(言語・文学・芸術／社会科学／数
学・自然科学・技術）から５科目又は４科目
を選択。うち１科目は口述試験。

取得を目指すバカロレアの種類
により異なるが、リセ（高校）で学
習した科目を網羅。
※普通（3コース）及び技術（8コース）
は予備試験と本試験で必修10科目程
度と自由選択２科目。職業（80以上の
専門領域）は必修７科目と自由選択１
科目。

実施団体ごとに異なるが、全体で
100科目以上
（Edexcelの2010年度実施予定の
事例：36科目)
※通常３科目程度を選択。

３領域(言語能力／ライティング
／数学能力）

４領域
（英語／数学／読解／サイエン
ス）

６教科29科目
５分野(英語／歴史・社会学／数
学／自然科学／外国語［リー
ディング、リスニング］)２０種類
※難関大学において２科目程度必要。

実 施 主 体各州教育担当省 国民教育省
政府から独立した試験実施機関
（Examining Board）

実施主体であるＣｏｌｌｅｇｅ
ＢｏａｒｄがＥＴＳに委託

ＡＣＴ Inc 独立行政法人大学入試センター

○国際バカロレア（ＩＢ）は、国際バカロレア機構（ＩＢＯ：本部ジュネーブ）が実施する国際的な教育プログラムであり、
グローバル人材を育成する有用なツールの一つ。

○このうち、１６歳～１９歳を対象としたディプロマプログラム（ＤＰ）は、所定のカリキュラムを履修し、最終試験に合格
することで、国際的に通用する大学入学資格（IB資格）を取得できるプログラムであり、世界の主要な大学において

入学選考等に広く活用。
※この他、３～１２歳を対象としたプライマリー・イヤーズ・プログラム（ＰＹＰ）、１１～１６歳を対象としたミドル・イヤーズ・プログラム（ＭＹＰ）がある。

○現在、我が国におけるＩＢの普及・拡大に向けて、以下の取組が実施。

・国際バカロレア日本語デュアルランゲージディプロマ（「日本語ＤＰ」）の開発・導入（5７百万円）
平成２５年度から、国際バカロレア機構との協力の下、ＤＰの科目の一部を日本語でも

実施可能とする「日本語ＤＰ」の開発・導入に着手。

・「国際バカロレア・デュアルランゲージ・ディプロマ連絡協議会」
東京学芸大学を中心とした、ＩＢに関心を有する高校等の連携・情報共有の場。

・「国際バカロレア日本アドバイザリー委員会」の設置
高校・大学・経済界等の有識者が、我が国におけるＩＢの普及について議論。ＩＢＯが設置。

国際バカロレア（ＩＢ）について

現状等

○平成２６年度においては、我が国におけるＩＢの実施に必要な環境整備を図るとともに、更なる
普及・拡大の加速のため、以下の取組を実施。

今後の取組

「日本再興戦略‐JAPAN is BACK-」 （平成２５年６月１４日閣議決定）
・ 一部日本語による国際バカロレアの教育プログラムの開発・導入等を通じ、国際バカロレア認定校等の大幅な増加を目指す（２０１８年までに２００校）

日本語ＤＰによるＩＢ校認定スケジュール（最短ケース）

・平成２５年１０月
ＩＢＯに対し、最初の日本語ＤＰによる候補校申請

・平成２７年 ２月頃
ＩＢＯから、最初の日本語ＤＰによるＩＢ校認定

・平成２８年 ４月
最初の認定校で、２年生より日本語ＤＰ課程開始

・平成２９年１１月
同校で、３年生がＩＢ試験受験

・平成３０年３月
同校から、３年生が卒業

※（）内は日本国内の学校数。
H25年9月現在、日本のDP認定校数は18校（うち一条校は5校）。

【国内におけるＩＢの普及】

・大学等におけるＩＢ資格の評価
・活用に関する調査研究

【日本語ＤＰの一層の推進】

・日本語ＤＰの開発強化
（日本語ＤＰ科目の充実）

・ＩＢ教員養成研修（ワークショップ）
の実施

（平成２６年度概算要求額 ８７百万円）

国際バカロレアの推進
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スーパーサイエンスハイスクール（SSH）

管理機関
（教育委員会、学校法人、国立大学法人）

研究機関
民間企業 等

地域の
他の高等学校

●学習指導要領によらないカリキュラムの開発・実践
●観察・実験等を通じた体験的・問題解決的な学習

●課題研究の推進
●創造性豊かな科学技術関係人材の育成を図る指導方法

の研究・蓄積
●「科学の甲子園」や国際的な科学技術コンテスト等への

積極的な参加 等

指導・助言等

連携

成果の
普及

連携

連携・協力

●SSH研究開発に対する
経費支援

●生徒研究発表会の開催
●SSHの成果の普及

等

文部科学省

支援

学校の指定（５年間）
指導・助言・評価

大学

●SSHへの研究者・
技術者の派遣

●大学における体験
授業の実施

●入試の改善による
生徒の学習内容の
適切な評価 等

178校 平成25年度 201校に拡大
平成24年度

大学

●SSHへの研究者・技
術者の派遣

●大学における体験
授業の実施

●入試の改善による
生徒の学習内容の
適切な評価 等

・「科学技術基本計画」 （平成23年8月19日閣議決定）
国は、次代を担う科学技術関係人材の育成を目指すスーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）への支援を一層充実するとともに、その成果

を広く他の学校に普及するための取組を進める。

方

針

概

要

将来の国際的な科学技術関係人材を育成するために、先進的な理数系教育を実施する高等学校等をスーパーサイエンスハイスクール
（SSH）として指定して支援を実施

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）

「大学における教育内容等の改革状況について」より作成

①高校生が大学教育に触れる機会の提供（平成23年度）①高校生が大学教育に触れる機会の提供（平成23年度）

高校生が大学教育に触れる機会の提供

②入学前の既修得単位の認定②入学前の既修得単位の認定

高校在学時に取得した既修得単位の認定高校在学時に取得した既修得単位の認定

現在、高校生が大学の科目等履修生として大学の授業科目を受講する取組も広がっており、その成果として取得した大学の単位は大学入学後
に既修得単位として認定を受けることも可能である。

高等学校と大学との連携の状況
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大学教員が高校へ出向き定期的に行う

講義または授業

大学教員が高校へ出向き行う講演等

大学において行う、高校生を対象とした、

大学教員による講演等

高校生を対象とした、公開講座の開催

高校生を対象とした、大学の通常授業の履修

高校生を対象とした体験授業の開催

オープンキャンパス等

国立 公立 私立
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73 
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1,842 

2,021 

0 500 1,000 1,500 2,000

平成20年度

平成21年度

平成23年度

大学数 学生数

※平成22年度については、東日本大震災の影響を考慮し、調査を実施していない。
※平成23年度の値については速報値。

(大学数)
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（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

補習授業を実施している大学数は、平成23度で347校・全体の約46％であり、平成13年度の2.1倍に増加。

[参考] 補習授業： 卒業要件としての履修単位の範囲外の、本来高等学校レベルで実施すべき教育内容を扱う授業等を行うこと。

補習授業の実施状況
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※平成23年度の値については速報値。

(大学数)

４年制大学への編入学者数の推移

年度
区分 19 20 21 22 23 24

編入学受入数 14,650 13,249 12,549 11,837 10,585 10,006 

短期大学卒業者 8,943 7,701 7,062 6,714 5,839 5,610 

高等専門学校
卒業者 2,998 2,911 2,977 2,898 2,769 2,539 

専修学校(専門課程)
卒業者 2,709 2,637 2,510 2,225 1,977 1,857 

（参考）

短期大学卒業者数 92,100 83,900 78,056 71,394 66,871 65,682 

大学入学者数
（学部） 613,613 607,159 608,730 619,119 612,858 605,390 

(注) １ 「編入学受入数」 とは、当該年度に大学が受け入れた編入学者数で過年度卒業者を含む。

２ 「短期大学卒業者数 （参考）」 とは、当該年度の前年度３月の卒業者数。

（出典）文部科学省「学校基本調査」 26



※短期大学卒業者数に占める編入学者数の割合。
※当該年度に４年制大学が受け入れた編入学者数で過年度卒業者を含む。
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専門学校から４年制大学への編入学者数の推移
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（１）目的 精深な程度において、特別の事項を教授し、その研究を指導すること（学校教育法第58条）

（２）修業年限 １年以上

（３）入学資格 高等学校若しくはこれに準ずる学校若しくは中等教育学校を卒業した者又は文部科学大臣の定める
ところにより、これと同等以上の学力があると認められた者

（４）設置基準 専攻科の編制、施設、設備等については、高等学校設置基準によらなければならない。ただし、
教育上支障がないと認めるときは、都道府県教育委員会等は、専攻科の編制、施設及び設備に関し、
必要と認められる範囲内において、高等学校設置基準に準じて、別段の定めをすることができる。

（５）設置数

＜専攻科における設置目的＞

各専攻科の主たる設置目的は、「資格取得」、「高度な技術など専門教育の深化」等となっている。（文部科学省調査）

※学校基本調査
(平成２４年度)
から作成

〔主な取得資格の例〕

農業科･･･家畜人工授精師、造園技能士

工業科･･･第一種電気工事士、二級建築士、

二級自動車整備士

商業科･･･簿記検定１級、情報処理技術者試験

水産科・・・三級海技士、一級小型船舶操縦士

家庭科･･･調理師

看護科･･･看護師国家試験受験資格

福祉科･･･介護福祉士国家試験受験資格

普通科 農業 工業 商業 水産 家庭 看護 情報 福祉 合計

当該学科を設置する
高校数(Ａ) 3,857 311 550 677 42 285 95 29 102 5,948 

専攻科を設置する
高校数(Ｂ) 3 7 19 1 26 3 76 0 3 138 

専攻科の在籍生徒数 125 230 468 19 545 138 6,726 0 82 8,333 
設置割合(B/A) 

(%) 0.1% 2.3% 3.5% 0.1% 61.9% 1.1% 80.0% 0.0% 2.9% 2.3%
※ 通信制課程は除く。

高等学校専攻科の概要 ①

＜専攻科における教育の例＞

○ 看護に関する専攻科
高校（本科）では准看護師の受験資格を得ることができ、
専攻科では看護師の受験資格を得ることができる。

専攻科のみの課程と平成14年に創設された５年一貫
の看護師課程がある。
① 高等学校を卒業した准看護師が看護師資格を目指す

看護師２年課程（専攻科２年間）
② ５年一貫看護師課程（本科３年間＋専攻科２年間）

○ 水産に関する専攻科
高校（本科）では５級、４級海技士の資格の取得を目指し、
専攻科では３級海技士の資格の取得を目指す。

３級海技士免許取得には、高等学校では専攻科の課程を
含め５年以上とされている。（本科３年間＋専攻科２年間）

※海技士：船舶職員（航海士、機関士等）となるために
必要な資格。
主として、５級、４級海技士の資格は国内航海、
３級の資格は国際航海

大 専
学 修 短 専

学 期 修 高 短 専
校 大 学 校 期 修

学 校 専 大 学
攻 学 校
科

中 普 総 他 看
等 通 合 の 護
教 科 学 専 進 准
育 科 門 学 看
学 学 課 護
校 科 程 師

養
成
所

中学校(中等教育学校の前期課程を含む）

国 家 試 験

看　護　師

４年
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准
看
護
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課
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高 等 学 校

5
年
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貫
看
護
師
課
程

（参考） 看護師養成教育の概要

高等学校専攻科の概要 ②
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教育再生実行会議委員による 
有識者ヒアリング及び視察 

 
【有識者ヒアリング】 

１．安西祐一郎 中央教育審議会高大接続特別部会長  

日  時：6月 6日（木）9:00-10:30 

主な議題：中央教育審議会高大接続特別部会の審議状況、 

高大接続の在り方等 

※ 提出資料：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/dai9/siryou.html 

２．荒井克弘 独立行政法人大学入試センター試験・研究統括官  

日  時：6月 29 日（水）17:00-18:15 

主な議題：諸外国の大学入学制度等 

※ 提出資料：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/dai10/siryou.html 

 

【視察】 

１．慶應義塾大学・湘南藤沢キャンパス 

日  時：7月 11 日（木）10:00～12:00 

特  色：我が国でいち早く AO入試を導入し（平成 2年度入学者向け入 

試より）、春学期・秋学期入学に柔軟に対応しながら、学生の 

多様性を重視した選考を試みている。AO入試では、受験生の関 

心領域や活動履歴などを、書類および面接等で審査し、きめ細 

かく受験生と大学のマッチングを図っている。 

視察内容：施設（ＡＯオフィス、特別教室、おいのり場、メディアセンタ 

ー）視察、慶應義塾大学関係者との懇談 

２．横浜サイエンスフロンティア高校 

日  時：7月 11 日（木）14:00-16:00  

特  色：慶應義塾大学、横浜国立大学、横浜市立大学との教育連携に関 

する協定に基づき、高校から大学につながる教育内容・方法の 

研究や高校への授業支援など、大学と高校との連携を推進。 

視察内容：授業（サイエンスリテラシーⅡ、英語、物理等）視察、施設（実 

験室、図書室、和田サロン会場等）視察、横浜サイエンスフロ 

ンティア高校関係者との懇談  

 

29



３．大学入試センター 

日  時：7月 25 日（木）10:00～11:45 

特  色：大学入学志願者の高校段階の基礎的な学習達成度を判定するこ 

とを主たる目的として大学が共同して実施する試験（大学入試 

センター試験）に関する問題作成や採点等の業務を実施。 

視察内容：施設（第 1作業室、OMR 室等）視察、大学入試センター関係者 

との懇談 

４．国際教養大学 

日  時：7月 31 日（水）13:15～16:00 

特  色：高等学校在学時の留学経験、国際バカロレア、英語小論文等を 

評価する AO・高校留学生入試、入学前のボランティア活動など 

を評価するギャップイヤー入試などを実施しており、一般入試 

も含め、その多くで TOEFL、英検、IELTS 等のスコア・等級を 

活用。 

視察内容：国際教養大学関係者との懇談、日米の学生によるプロジェクト 

調査結果・提案発表会視察、施設（図書館、言語異文化学習セ 

ンター、キャリア開発センター）視察 

５．東北大学 

日  時：8月 1日（木）12:20～14:40 

特  色：国立大学として初めて AO入試を実施した３大学のうちの一つ 

（平成 12 年度入学者向け入試～）。全学を挙げてのオープンキ 

ャンパスや出前授業など、高校教育をサポートし、受験生の学 

習意欲を喚起する高大連携活動を展開。その延長線上に独自の 

「学力重視の AO入試」を実施。入試広報から AO入試・一般入 

試を通じて「教育の一環としての入試」の構築を目指す。 

視察内容：施設視察（WPI-AIMR（原子分子材料科学高等研究機構））、東北 

大学関係者との懇談、東北大学女子大学院生（サイエンス・エ 

ンジェル）との懇談 

 

※ 配布・説明資料及び関係者からの主な意見： 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/dai11/siryou.html 
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教育再生実行会議の開催について

平成25年1月15日

閣 議 決 定

１．趣旨

21世紀の日本にふさわしい教育体制を構築し、教育の再生を実

行に移していくため、内閣の最重要課題の一つとして教育改革を

推進する必要がある。このため 「教育再生実行会議 （以下「会、 」

議」という ）を開催する。。

２．構成

（１）会議は、内閣総理大臣、内閣官房長官及び文部科学大臣兼

教育再生担当大臣並びに有識者により構成し、内閣総理大臣

が開催する。

（２）内閣総理大臣は、有識者の中から、会議の座長を依頼する。

（３）会議は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。

３．その他

、 、会議の庶務は 文部科学省その他の関係行政機関の協力を得て

内閣官房において処理する。
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教育再生実行会議 構成員 
（平成２５年６月２６日現在） 

安倍  晋三   内閣総理大臣 

菅   義偉   内閣官房長官 

下村  博文   文部科学大臣兼教育再生担当大臣 

（有識者） 

大竹  美喜   アフラック(ｱﾒﾘｶﾝﾌｧﾐﾘｰ生命保険会社)創業者・最高顧問 

尾﨑  正直   高知県知事 

貝ノ瀨  滋   三鷹市教育委員会委員長 

加戸  守行   前愛媛県知事 

蒲島  郁夫   熊本県知事 

◎ 鎌田   薫   早稲田大学総長 

川合  眞紀     東京大学教授、理化学研究所理事 

河野  達信   全日本教職員連盟委員長 

佐々木 喜一   成基コミュニティグループ代表 

鈴木  高弘   専修大学附属高等学校理事・前校長 

曽野  綾子   作家 

武田  美保     スポーツ／教育コメンテーター 

○ 佃   和夫   三菱重工業株式会社相談役 

八木  秀次   高崎経済大学教授 

山内  昌之   東京大学名誉教授、明治大学特任教授 

座長◎、副座長○ 

（オブザーバー） 

遠藤  利明   衆議院議員 

富田  茂之   衆議院議員 
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